
 
仕様書 

 

 

１．業務名称 

   令和７年度 大阪市生野区地域公園協働パートナー事業業務委託 

 

２．目的 

本市では、複雑多様化する地域社会が抱える課題を解決するために行う公共性の高いサー

ビスについて、行政が中心となって担うのではなく、行政や市民、地域団体、企業などさま

ざまな活動主体との多様な協働（マルチパートナーシップ）による取組みを進め、活力ある

地域社会づくりをめざしている。 

本事業は、そのような活力ある地域社会をめざし、より多くの多様な世代の住民の交流を

図り、また、公園の魅力を最大限に引き出し、コミュニティの醸成の場とするために、地域

公園の美観の保持等にかかる事業を、地域資源を活かして地域課題の解決に取り組む住民参

加型のコミュニティビジネスの手法により実施するものである。 

 

３．事業期間 

令和７年４月１日（予定）から令和８年３月 31日まで 

 

４．事業対象公園 

巽東公園、巽伊賀ケ公園、巽東第一公園、巽東３公園 

（注）対象公園のうち１公園又は複数の公園についての契約締結を可能とする。 

 

５．事業内容 

公園の美観の保持、快適利用の促進 

（１）公園内の清掃 

①実施回数 

各月における清掃回数は、月１回以上とする。 

ただし、ごみの散乱等の状況によっては緊急に清掃を行うこと。 

②実施日及び実施時間 

各月における実施日及び実施時間は、受注者において定め、実施計画書により本市に

報告し、承認を得るものとする。 

ごみの散乱等の状況に応じて緊急に清掃を行う必要がある場合は、その都度本市と協

議のうえ、実施日及び実施時間を決定するものとする。 

③実施要領 

（ア）公園内の落ち葉や紙類をはじめ、缶、ビン、ペットボトル、ビニール袋等を拾い

集めて、回収すること（いずれも公園周辺の側溝を含む）。 

（イ）必要に応じ、ごみカゴのごみ処理及びごみ袋の取替えを行うこと。 

（ウ）公園内の清掃で発生したごみは、可燃物と不燃物（ビン・缶・ペットボトル等）

に分別したうえ、本市が指定したごみ袋に入れ、本市が指定するごみ集積場所に集積

すること。 

 



 

（２）除草その他美観を維持するための事業 

①実施回数 

除草回数は、年１回以上とするとともに、美観の維持に努めること。 

②実施日及び実施時間 

実施日及び実施時間は、受注者において定め、実施計画書により本市に報告し、承認

を得るものとする。 

③実施要領 

（ア）事業の実施に際しては、常に周辺の安全確保を行うこと。機械による除草を行う場

合は必ず｢除草中｣の看板表示を行い、公園利用者、工作物、周辺の建物、施設等に被

害を与えないよう措置を講じること。 

（イ）事業の実施により発生したごみは、本市が支給する指定のごみ袋に入れ、本市が指

定するごみ集積場所等に集積すること。 

 

（３）共通事項 

①本事業実施に必要な用具等の消耗品及び機材は受注者が準備し、これらに要する経費は、

受注者の負担とする。 

また、ごみ袋を用いる時は本市の指定のものを使用するものとし、本市から受け取るこ

ととする。 

②受注者は、契約後 14 日以内に実施計画書を作成のうえ本市へ提出し、その承認を受け

ること。なお、当初の実施計画書の内容に変更が生じた場合は、本市と調整のうえ、  

すみやかに実施計画書（変更）を提出すること。 

実施計画書には、次の事項を記載すること。 

（ア）実施年月日、実施時間 

（イ）参加予定人員 

（ウ）緊急連絡体制 

③受注者は事業終了後、翌月 10 日（ただし、３月はその月末）までに「実施報告書（月

報）」を作成し、本市に提出すること。 

④受注者の責任において、公園利用者の安全確保のために必要な措置や配慮を講じること。 

⑤不法投棄物件等を発見したときは、本市に連絡し、指示を受けること。 

⑥当該公園において異常及び落書きを発見したときは、本市に連絡し指示を受けること。 

 

６．支払い方法 

支払いは、事業実施の実績に相応する委託料の範囲内で、本市と受注者が協議して決定し

た期間ごとに、本市担当者が履行確認を行った後に、受注者の請求により支払う。 

 

７．その他 

契約後、仕様書に疑義が生じたときは、本市と受注者の協議によるものとする。 

 

 

 

 



職員等の公正な職務の執行の確保にかかる特記仕様書 

 

 

（条例の遵守） 

第 1 条 受注者および受注者の役職員は、本業務（以下「当該業務」という。）の履行に際して

は、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」（平成 18 年大阪市条例第 16号）（以

下「条例」という。）第 5条に規定する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第 2 条 受注者は、当該業務について、条例第 2 条第 1 項に規定する公益通報を受けたときは、

速やかに、公益通報の内容を発注者（生野区役所企画総務課）へ報告しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第 12 条第 1 項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（生野

区役所企画総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行

う調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務

の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条

例の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約（協定）を解除することがで

きる。（指定管理者の指定を取り消すことができる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

再委託に関する特記仕様書 

 

 

１ 業務委託契約書第 16 条に規定する「主たる部分」とは、委託業務における総合的企画、業

務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等をいい、受注者はこれを再委託することはで

きない。 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託

にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ 受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により発注者

の承諾を得なければならない。 

  なお、元請の契約金額が 1,000 万円を超え契約の一部を再委託しているものについては、再

委託相手先、再委託内容、再委託金額を公表する。 

４ 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性質又は目的が競争入

札に適さないとして、随意契約により契約を締結した委託業務においては、発注者は、前項に

規定する承諾の申請があったときは、原則として業務委託料の３分の１以内で申請がなされた

場合に限り、承諾を行うものとする。ただし、業務の性質上、これを超えることがやむを得な

いと発注者が認めたとき、又は、コンペ方式若しくはプロポーザル方式で受注者を選定したと

きは、この限りではない。 

５ 受注者は、業務を再委託及び再々委託等（以下「再委託等」という。）に付する場合、書面

により再委託等の相手方との契約関係を明確にしておくとともに、再委託等の相手方に対して

適切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。 

なお、再委託等の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中の者、

又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者であってはな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

特記仕様書 

 

発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違法又は不

適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに発注者の企画総務課（連絡先：06-6715-

9001）に報告しなければならない。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、 

  大阪市暴力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号。以下「条例」という。）第 2条第 2 

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接 

関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・ 

原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴 

力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入 

契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる 

者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除さ 

せなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら 

れる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、 

速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する担 

当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければ 

ならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者 

から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告すると 

ともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしなかった 

と認めるときは、条例第 12条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による指 

名停止を行うことがある。 

(5) 受注者は第 3号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う捜査に 

  協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行 

日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じること 

とする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明 

した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこの限 

りでない。 

 

 

した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこ 

の限りでない。 

 


